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上記審査請求入から平成２４年1.1月２８日付けで提起のあった生活保護法
． ら ･ 2 . つ ． 弓 一 ・ ｡ ｡

【昭和2:１５年法律第１４４号。以下「法」という｡）の規定に基づ:<保護の廃正処分似下陳通分｣(1)1とし､う｡).及び同日付けで提起のあ苞た鐵謹
症に基つぐ保護の癖却下処分(以下｢原処分(2)｣という｡)に鋒ろ審査篝i求についてく､行政柵審査法(昭和37年法律第１6{0号):第”燕蕊謙：
!まち排谷隆淡ゐ遙おり裁決ずる・…ゴ‘県:ザ:;:』;《
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主 文

原処分(聾);については、これを取り消し､原処分（2')-に係る:審査請求に
つ い て ば ､ こ れ を 却 下 ず ろ 。 、 ： "

■

|４ 理 由 ̅ f : i : : , ：卜 ．
． ； 、 ･

第 １ 審 査 請 求 の 趣 旨 及 び 審 査 請 求 人 の 主 張 ： ：
f i : ' 審 査 請 求 の 趣 旨 : , ･ " " / ; J : j = ､ : < ; # " h． ． 、 ：

；審査請求人(以下｢請求人」という｡）は、処分庁が平成24年１０月’６．．

:３０ワ付けで行った原処分（’)、及び平成２４年’’月’６日付けで行
づた原処分（２）について不服があるとし、その取り消しを求めて本伴審
査 請 求 を 提 起 し た も の で あ る 。 ’
２ 請 求 人 の 主 張 ‘

ノ



審査請求書によると、請求人はおおむね次の理由から本件処分は不当で
あり、取り消すべきであると主張する。
（１）原処分（１）について
…災害義援金等の収入について．「計画書｣を提出しないのばくf-災害義援金
等を紛失したためであり、警察に遺失届を出している｡処分庁の指導指示
に 従 っ て お り ､ 廃 止 は 不 当 で あ る 。 ：

； ・ ビ ｉ（ ２ ） 原 処 分 （ ２ ） に つ い て ： ．･検診命令で受診しその指示一頭の穣査を葦けた｡■
耳鳴りが酷く､■■Pでの治療が必要な状態である｡:ようで､:稼働能力不
活用を理由とした生活保護申請の却下は不当である｡､§::
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処分庁の弁明の趣旨及び主張：；:
処分庁の弁明の趣旨
｢本件審査請求を棄却する｡」と‘の裁決を求める。．．：．，

処分庁の主張
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ｕ)原処分( :1）について …：￥ ; ：、：． ､ 好 ･ 乳：；：ｉ : ： …
､法第２７条では保護の実施機関は､職保護者に対じ傑護の目酌達凌に
必要な指導又は指示をすることができるとされており､桜第撤2条では､〆：:被保護者は法第27条の規定による指毒指示に捷稔鐵嚥されでい:』
る｡､請求人は､■義援金等の収入につ職憩告の毒羨華識,篝鍵逢鎮自〈分め好きなように使うなどと言い激づ等全く指導鐙示曾勤壽腫従う様子を見せない｡よって､怯第”条踵鐵湾ろ指篝鐺宗に職義務に違皮'嘩麺･原処分(')は適法かつ毒当毒ある善”らふ審篝請求I圭蕊

.：．､号〆．＃．．:､も、;-.・,〆÷・…-’･””・～:.;・卸 さ れ る べ き で あ る 。 ‘ ; I ; ; : ; ｆ ｝ ｡ , ｉ ｉ ： ， " : ,
( 2 ) 原 処 分 ､ ( 2 ) : に つ いて " 〆 ̅ ､ " : 好 § 斑 " ; ﾝ 、 ≠ : # : . : 一 ･ ‘ ､ ､ : -¥請求人牒■歳と若く〈主治医恥嘱託圖伍寺厘等高や虹
騨蘇灘縦臺撫駕霊奮雲灘駕茎鰔十
ていない。よって､法第4条の要件蓋具備して洗顎謀議竈差却下一:した原処分(2）は適法かつ正当で謎ろ畠とからく態養藷撫棄却さ〃

．. ‘：？： “・． . ' ′ ‘ ・鼻．。．・ :入，。．；．．、 .・・．・・

■る蕊きである｡ー…1… :、＃ : ′ 、ゞ、､ ｣ ; : : ; か :：：
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第３審査庁の認定事実及び判断ゞゞ･りゞj…：- : :〆ｙ､ ≠ ． 『 ． ． ： ・ . ． 、 . . ？ … 外 ： ： : 、
． ． ： 、

Ｊ 認 定 事 実 ミ 、 ： ． ． ． ;:(:,）請求人は平成■年■■月■■頁から生活保護を受給していたが､
．：

平成２４年７月１２日の豪雨によりその住居が浸水被害を受け、
い:平成24年８月２２日に■一J̅塞巍塞者崔宅再建難彙援全;:３７，０００円を受給した｡ざらにく』■■■から平成24年IO月

』．-
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，０日に災害義援金1５０,０００円及小災害見舞金
１０，０００円を受給した。

（２）処分庁は、平成２４年１０月１１日に請求人宅を訪問し､請求人に
対し口頭で災害義援金と一回､災害見舞金の計'石万円について、
:再建計画書（以下、「計画書」という。）･の提出を求めた。
（３）処分庁は、平成２４年１０月１２日に請求人に対し、計画書は災害
篭援金及び■､災害見舞金義援金(以下｢義援金等｣と:い'う｡）を
：収入認定を受けないために必要な書類であるため、早急に提出するよ
うに指導した。あわせて、提出がなく、指導指示に従わない場合は、

:保護の停廃止もあ.り得ると警告した。また、同日請求人は、「義援金は
全額落として紛失した。これでいいだる･」と発言した。-

(4)処分庁は平成２４年１０月１９日付けで｢指導指示書｣を簡易書害
郵便により送付した。同書に記載された「指導指示事項」･は：｢貴殿は､７月,２日の九州北部豪雨災害に遭い､ご一座階被災者住宅言建基
礎支援金及び災害義援金の配分､■■'､災害見舞金等のいが譲り
’ましたｂ生活保護では、収入については全て報告する義務があり今、災
害義援金等についてもその例外ではなく、費用を生活再建に使用する

9 ： ， ｡ . ； 、
:計画書を提出することが義務付けられてル､ます。去る'１０月１１日、
僧宅訪問にて貴殿に対しその計画書の提出を指導じ､翌日には再び震:･話による催促を行いましたが、’9日現在､未だ計画書の露出蚕篝室
≦れていません。このまま指導指示に従っていただけない場合は､:生活
媒謹を継読することは困難です｡つきましては､伺いたいどとうミミざ・ 息 箔 、 、 ざ ． Ｆ ． ． ．
いますので《＝平成２４年１０月２２，日（月）午前中までに｡福祉事務

:ｌ所:に必ず来所してください3X日程調整が必要ですめで､:菜所応ただ
"う＜際は必ず事前に電話にてお知らせください｡」であったゞ，：｣"囎導指示割は､平成24年10月２８日に郵便局茜裸誉欺躍過
ぎたため処分庁へ返送された。

← . ． ｡ も ･ ･ 口 『

(:５）請求人は、収入申告害と計画書を持参するようにとの処分庁の指示
を受け、平成２４年１０月２２日に福祉事務所に来所した。その際

か警察署に現金１６万円を紛失したと|の届出を行い､それを受理したご‘::と差証明する旨の■■陰察署長の｢証明書｣を持っていた｡,,;
(6)'処分庁は-平成２４年１０月２４日に請求人に宛てた「弁明通知書］

；・を送付した５
(7)請求人は、弁明のため、平成２４年１０月２６日に福祉事務所:に来
拶所した。弁明内容は、「義援金はあくまで紛失したものであるので計画
：書を提出する必要はないと自分は考えている。また、これまで、市の
指導指示には従ってきたつもりであり、自らに落ち度はない｡］という
ものであった。
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（８）処分庁は、平成２４年１０月２９日に、同日付けで請求人の保護を
廃止することを決定し、平成２４年１０月３０日付けで請求人に通知
した｡決定理由はく「生活保護法第６２条第３項（指導指示義務違反)・
に よ り 保 護 を 廃 止 し ま す ｡ 」 で あ っ た 。 ：

（９）請求人は､平成２４年１̅０月３１日に、原処分（１）により生活に
困窮したとして§生活保護法による保護申請書を処分庁へ提出した｡：
処分庁は同日これを受理じた。

(10)処分庁ば請求人がら平成24年１０月３１日に提出された生活保． ： ‘ 、 、
護法による保護申請害については却下することを決定し､平成２４年
1１月､１６日付けで請求人へ通知した。
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２ { 判 断 々 、 ‘ 割 ：
( 1 ) 原 処 分 ( 1 ) に つ い て : X
:、怯第2,7条第１項は､「保護の実施機関は、被保護者に対して､"生活のゞ
維持､向上その他保護の目蹄塞成に必要な指導又は指示をすることができ
る｡１としているざとの法第２７条第１項の指導又は指示については､;同

怯第６２条第１項に《「被保護者は､保護の実施機関が、第３０条第１項■
:-鳥の規定に桑:り､被保護港に対し､必要な指導又は指示をしたときは､1こ

． ． ； . ' ？ ： ． . . . ： 、

説に従わなければなら戦い｡｣:､さらに、同条第３項の§"｢保護の実施機関
"も披建謹看媛誕“規定による義務に違反したときは､保護の変夷〆:停止又は廃止をすることができる｡J:との規定により、被保護者にこれに
;:従う義務ぎを課し､人從わない場合には保護の実施機関が保護の変更く停止又
皇: f ･ : : 1 ' . . r r " ､ ｰ ′ ､ . ＄． ”．
,咄弐廃止の処分を行うことを可能として､くる6￥：- : i ; ' ; :
;:rfこのように､‘怯第２，７条第１項の指導又は指示は､対象者がこれに従わ
､ない場合に法が保障まる最低限度の生活を奪う重大な効果を持うており､､'l

． ． ． ． ． ！ ．

『 そ の適用に当たったは厳正な手続が求められる。：． ． ? ‘ . ； r . . r . . J : ･ " ' . ･ ･ .fゞ :との手続についてくまず〈生活保護法施行規則(昭和２５年厚生省令第
， ： ，．、．．． . ､ -；:"２１号6以下f施行規則｣という｡）第１９条に｢法第６２条第３項に規
龍する保護の実施機関の権限は､法第”条第'項の規定により保護の実
施機閏が書面に圭らそ行うた指導又は指示に､被保護者が従わなかった場
苔でなげれば行使してはならない.，とし：生活保護法にエ＝律護の実施
要領について,（昭和３８年社発第２４６号厚生省社会局長通知）の第１
１の２の（４）に､「法第２７条による指導指示は、口頭により直接当該
被保護者』(これによりがたい場合は、当該世帯主）に対して行うことを原
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ていないとの判断をすることはできない。
処分庁が提出を求めた計画書は、収入認定し保護費を減額すべき義援金

等について、災害により被害を受けた者の自立更生にあてられる額を収入
として認定しない取扱いとするため、その使途を審査するために必要とす
るものである｡したがって､請求人が計画書を提出しなかった場合は､請
求人が受給した見舞金等の全額が収入として認定され､自立のための費用
を控除できなくなる可能性ｶﾐあるが､これによる不利益は請求人が受ける

L + / - i. ： 、

に過ぎない。 … ． ． ． ． ： ． ．

保護の廃止処分は､最低限度の生活の保障を奪う重大な処分であること
から、生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて（昭和３８年４
月１日社保第３４号)の第１１の問1は､法第６２条第３項の処分に当
たり､まず､変更:で対応畦それでも適当“､場合は停止､それでも指
示に従わなかつた場合は廃止と､段階的な運用を求めている｡本件の場合、
保護の変更停止を検討した形跡が見受けられ領息計画書を提出しないこ
とによる不利益を請求人のみが受けることも考え合わせると、保護の廃止

？ ： ． ． 、処分は重きに失し、相当性を欠いた処分と;言わざるを得ない。
以上により、原処分（１)，･についての処分庁の処分は､手続において妥

当性を欠き、また相当性を欠いたものど言わざるを得ない｡ゞ＝-
よって､原処分（１）については不当な点があり､原処分?（１）にかか

る審査請求には理由があり､行政不艤査法第４α条第3項の規定に基づ
き､主文のとおり裁決するb:j』ゞf':j1,i:,f”夕

( 2 ) 原 処 分 （ ２ ） に つ い て ‘ ， ： ： ̅ 』
原処分(2)ば認定事実(9)のとおり､原処分('）により保護が

, ， . . , ． ： . ､

廃止されたため生活に困窮して生活保護窮請をしたことに対して行われた． . 、 ‘ ． ： 。 ． ．

ものであるb上記のとおり原処分(”職取り消されるべき:ものであり､…
原処分(2)にかかる審査請求Iこほ審査請求の利益がないため､行政不服
審査法第４０条第１項の規定に基づき､:主文のとおり裁決する。
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平成２５年１月２８日 〃
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審 査 庁 : 大 分 県 知 事 広 瀬 勝
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